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1. はじめに 
 
職務を効果的、効率的に遂行することを目的として様々なツールが導入される。それは 
                                                   
 2012年 5月 23日提出、2012年 9月 25日再提出、2012年 12月 14日審査受理。 
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職務実践のための道具であり、その遂行を支援する「支援テクノロジー」とも言い得るも
のである。そして、ある職務に熟練することとは、その「支援テクノロジー」としてのツ
ール（道具）の活用をも含むものとして、行為者とツール（道具）を一つの単位として捉
えたうえで、そのインタラクションの様態の有効性を問うことでもある。その意味では、
人の能力は個体の中だけで捉えられるものではなく、道具を含む広義の概念としてのアー
ティファクト（人の活動を組織する媒体）や他者を含んだ環境の中で、それらが織りなす
システムの中で見ていくことが必要であると言える。すなわち、人とアーティファクトと
は切り離して考えることはできず、両者を含んだ活動システムとして捉えるべきものであ
る（石黒，2001）。 
（日常的実践としての書記行為とその生産物としての）「インスクリプション」1は、「支
援テクノロジー」としての文書的ツール（道具）であり、アーティファクトの一つである。
それは、ある特定の実践のためのリソースとなるものであり、また、それを参照すること
により成員間で情報を共有し、協同的な活動を組織化するものとして人と人を結びつける
ものともなりうる。岩谷（2008）や川床（2008）による仕事場の詳細なフィールドワーク
では、「作業標準書」などの文書的ツールが作業プロセスに組み込まれており、アーティフ
ァクトとして様々な分業や仕事のコンテキストを可視化し、各部門間をコーディネートす
るための道具として機能している様子が描写されている。そこで示されていることは、ア
ーティファクトとしての文書的ツール（インスクリプション）は、それが有効に機能する
ならば、実践の具体的手続きを支援するテクノロジーとなりうること、また、その内容変
更は「人の行為可能性」を変え、イノベーションをもたらすリソースともなりうる可能性
を有するということである。 
しかしながら、（企業組織等において）多くの文書的ツールがその趣旨に反して機能せ
ず、次第に使用されなくなり放置されていることも日常的に実感されるところである。上
記に見るような成功事例がある一方で、利用されず失敗に終わったと思える事例も（潜在
的に）多く存在するものと思われるが、その実態とそれをもたらした要因分析に関する研
究成果は見出せない。とりわけ、当事者側から見た「当事者視点」に基づく失敗要因の分
析は、その成否の要因分析と効果的な問題解決策の導出において、成功事例の記述的分析
以上に有用であると指摘されているが（畑村，2005）、現状では見出すことができない。
当事者側から見た虫瞰図的な主観的情報としての「当事者視点」は、客観的な視点から全
体を俯瞰する第三者（研究者等）によって分析された鳥瞰図的な「分析者視点」とは異な
る局所的なものではあるが、当事者しか知り得ない視点を提供することにおいて事象の解
明に際し価値を有し、鳥瞰図的な「分析者視点」に基づいて概念化された枠組みに対して、
その見直しを迫る分析内容を提示できる可能性を有するとも思われる。 
そこで、本稿では、ある企業組織におけるアーティファクトとしての文書的ツール（イ
ンスプリクション）が有効に機能していない事例を「当事者視点」に依拠しながら分析す
ることを通じて、ツール導入における必要条件についてのインプリケーションを得ること
を目的とする。もちろん、一事例に基づく知見は限定的なものではあるが、「当事者視点」
                                                   
1 Latour（1987=1999）は、文書による記録、リスト、地図、グラフ、表などの紙上に記された文書的
な道具を総称して「インスクリプション」と定義している。これは、書き込む行為（書記行為）を示すも
のでもあり、その結果として作成された文書的道具を示すものでもある。 
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に基づく仮説的知見の提示という意味において有益であると思われる。 
 
2. 分析の視点 
 
2.1 状況論の視座 
アーティファクトとしての文書的ツールが活用されない理由を、個人的要因（意欲など）
のみに還元されることを避けるためには、状況論の視座が有益となろう。状況論とは、人
間の思考や行動は「状況に埋め込まれている（situated）」と捉え、様々な現象を「人々や
モノとの間のインタラクション（相互行為）あるいは関係性」から捉えようとする理論的
枠組みである2。状況論が示すインタラクションとは、「主体と周囲の人々やモノとの境界
が、明確に定められないほど、結び付いてはいるが、全く融合するわけではなく、一定の
テンション（緊張関係）を保ちつつ、動き合っている状態」（香川，2008，p.20）と捉え
ることもできよう。これによれば、ある出来事とは、人々とモノが相互に結びつき（全体
として）成り立つ動態的な状況であり、両者は切り離せずその不可分な関係性が分析単位
とされる。 
状況論の視座を踏まえることで、人の行為を、人を取り囲みその人と不可分に結びつい
ているモノや他者との関係から捉えることができる。それは、人の行為能力が人を取り巻
く環境（モノや他者）との関係によって変わり得ることを示唆するものでもあり、その環
境の様態の重要性を指摘するものである。ここから、「どのように環境を構想するか」によ
って「人の行為可能性」を変え得るという実践的課題も提起される。 
 
2.2 社会－道具的ネットワークの構築 
上記の視点をモノの側から見れば、石黒（2001）にも見るように、どのような道具（ツ
ール）であれそれが用いられる活動やネットワークの様態と切り離して単体として内容評
価することはできず、また、実際に単体として用いられることはないとの認識が得られる。
それは常に協同的な活動やネットワークの中に埋め込まれ、その活動の中で人や様々な人
工物と関連づけられて用いられるものと捉えられる。つまり、道具（ツール）をデザイン
することとは、協同的な活動の中で「社会－道具的ネットワーク」を構築することである
と考えることができよう（田丸・上野，2002）。すなわち、ある道具（ツール）をデザイ
ンすることは、「テクノロジーとしての道具そのもの」をデザインすることではなく、それ
を活用する個人の活動や人のネットワークとしての社会組織をも含めた社会システムをデ
ザインすることであるとの認識が必要となる（田丸・上野，2006）。 
アーティファクトとしての文書的ツールも同様である。状況論的アプローチからドキュ
メント（リスト、記録、図などの人工物）のデザインを考える上野・野々山・真行寺（2008）
は、ドキュメントを「単体として」ではなく「ネットワークの中に位置づけられた」もの
として捉える必要があると指摘する。すなわち、そのドキュメントのデザインはそれ自体
のデザインを超えて、それを活用する人がどのような実践や社会的ネットワークの中に埋
                                                   
2 このような考え方を共有するものとして、状況的学習論やアクターネットワーク理論をはじめとして
諸理論があるが、ここでは「状況論」を個別理論としてではなく諸理論の緩やかな「総称」として用いて
いる。 
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め込まれているかまでを考慮し、人とモノのインタラクションから捉えることが不可欠で
あると指摘する。 
ここから、アーティファクトとしての文書的ツールが趣旨に反して機能していない状況
とは、個人的要因（意欲など）のみに還元されることはできず、また、「テクノロジーとし
ての道具そのもの」の問題というだけではなく、道具と人との相互構成的な関係性として
の「社会－道具的ネットワーク」の構築の失敗であると捉えることが可能となる。すなわ
ち、文書的ツール導入の目的と、そのための社会システムがどのようにデザインされたの
かを問うことが必要となる3。そして、目的どおりに機能していないとするならば、それが
どのような状況、社会的関係のもとで使用されているか、そこに矛盾する点は見られない
かが問われる必要があり、また、それをどのように変えていくかという視点が重要となる。 
 
3. ツール導入失敗の事例 
 
3.1 事例の概要 
本稿では、具体的事例として、S 社における営業プロセス変容を志向した取り組みと、
それに伴う支援テクノロジーとしての文書的ツール導入に関する事例を取り上げる。 
S社は主に清掃用具のレンタルサービスを行う企業である。社員数はおよそ 1,500名で、
そのうち 80%が直接部門である営業部門（拠点数約 50 箇所）に属している。なお、営業
社員のうち約 35%はパート営業社員である。営業一般職（正社員）およびパート営業社員
の主要職務は、各自が担当する顧客（一人当たり平均 250軒）を定期的に訪問しサービス
を提供することである。その内容は大きく「サービス」と「セールス」に分けられ、「サー
ビス」は、商品の集配（使用済み商品を新しいものと交換するレンタル、および一部販売
を含む）と集金、器具点検、顧客先での商品在庫管理、クレーム処理、その他付加サービ
ス等多岐に渡る。「セールス」は、既存顧客に対する増加営業（客単価アップ）および原則
として各自が担当するテリトリー内における新規顧客獲得である。S 社の業態は労働集約
的なものであり、1日に平均 30ヵ所程度を訪問する「サービス」に加え、「セールス」を
も求められており、時間的余裕が少ない中で活動していると言える。なお、営業一般職（正
社員）およびパート営業社員が担当する顧客の大部分は、平均客単価が小額である「小口
顧客」である。 
S 社は創立後 40 年を経過しているが、創立以来業績は前年比プラスを維持してきた。
しかしながら、近年では、社会経済状況の変化に加えて主力サービス分野の成熟化に伴う
成長率鈍化に直面し、その打開策が模索されていた。本稿で対象とする取り組みは、その
ような打開策の一環として実施されたものである。 
 
3.2 分析の構図 
論者は、かつて S 社の一員としておよそ 20 年間当該組織内で暮らした経験を有し、現
在は、既に当該組織を退出した外部者である。なお、本稿で対象とする変容への取り組み
時には在職中であり、そのプロセスを体験した「当事者」としての体験に基づく「当事者
                                                   
3 ここでは、システムを「合目的的な構造を有するもの」として捉えている。 
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視点」を有する存在である。一方で、当該組織を離れ外部に出た論者は、かつて当該組織
内で「当事者」として経験したことについて、距離をもってその経験の意味とそれらをも
たらした諸要因に関して反省的に解釈することが可能となった。したがって、現在の論者
は、当事者しか知り得ない虫瞰図的な「当事者視点」を有する存在であるとともに、その
当時において「当事者」としては考慮しえなかった組織内の様々な要因をも踏まえた、鳥
瞰図的な「分析者視点」を有する存在としての位置取りにあると考えられる。 
本稿での分析は、「旧・当事者」としての論者の「当事者視点」に基づく内容と、S社に
おける成員に対するインタビュー調査内容を基にしている。成員への半構造的インタビュ
ーは、2009年 11月から 12月にかけて実施された、論者も参加した S社での「組織戦略
に関するヒアリング調査」の中で得られたものの一部である。 
貴戸（2004）は、「語り手としての当事者」と「聞き手としての当事者」（本稿における
論者）は、（同種の経験をめぐって）いつでも立場を反転させうる状況にあるため、この関
係から生成されるものは、聞き手が共感的・反省的な「非当事者」である場合とも異なる
ものであろうと指摘している。また、西村（2003）は、研究者が調査対象者と同じ現場に
「身を置き」、同じ経験を共有してきたことを「語り確かめ合う」ことを基盤とする「対話
式インタビュー」が事象の把握において有用であると指摘しているが、本稿における分析
の構図は、貴戸（2004）や西村（2003）の指摘に沿うものとも言えよう。 
小池（2000）が指摘するように、（企業組織等における）インタビュー調査やエスノグ
ラフィックな調査では、（ごく単純な事項を除いて）調査者において、調査対象組織で行わ
れていることを理解できるレベルの着眼点がなければ、そこで的確に観察・質問すること
は困難であり、その複雑な職場実態を解釈することは難しい。また、認識論的には、調査
者は「現地人と同じ立場や視点でものを見ることは決してあり得ない」（出口，2003，p.222）
のであって、調査内容は調査者における「解釈」であることは避けられない。もちろん、
本稿における解釈は「現・外部者」としての論者の視点に基づくものであるが、インタビ
ュー調査において得られたどの言説を採用するかを含めて、それは、「旧・当事者」として
の論者が「共感しうる」ものに依拠している。したがって、本稿における分析内容は、上
記の小池（2000）や出口（2003）の指摘を踏まえても、その「確からしさ（plausibility）」
は高いものと考えられる。 
 
3.3 「状態管理」の導入目的 
S 社では、創立以来、営業施策の展開は、営業戦略策定部署である本社営業推進課が策
定する施策を、全営業拠点において一律に実施する中央集権的な運営方式を採用してきた。 
主力事業分野における「セールス」施策は、「キャンペーン戦略による特定商品の販売
促進」を特徴としており、営業推進課が特定したキャンペーン商品（数種類あり）を特定
期間（３ヵ月単位が多い）に集中的に顧客に勧めるという戦略を、年間を通して商品を替
えながら繰り返すというものであった。この施策は、創立以来業績を前年比プラスで維持
してきたことから、組織として極めて強い成功体験を有するものであった。戦略促進のた
めに、期間中に該当商品を契約・販売することが営業社員にとってインセンティブとなる
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ような工夫がされており4、S社では、営業社員が（各自が担当する）顧客に対してローラ
ー方式で対象商品を勧めるという営業方法を展開することが一般的なものであった。それ
は、定期訪問を特徴とするS社の業種業態に適合的であると考えられたものであり、営業
社員にとっては、それが期待された行動であり、営業プロセスにおける「組織ルーティン」
とも言えるものであった。 
このような営業戦略推進において、現場（営業拠点に属する営業管理職および営業社員）
は、顧客にとって目新しい新商品を次々に提示することが、キャンペーン戦略を効果的に
展開する鍵であると考え、新商品の継続的投入を強く求めていた。そこでは、営業プロセ
スを管理するという観点よりも、顧客への商品紹介件数に対してどれくらいの「歩留まり」
が得られるかという観点が支配的であったと言い得る。しかしながら、この営業方法は成
熟化が進む市場において次第に機能しにくいものとなっていた。その打開策として取り組
まれたものが、「状態管理による営業プロセス管理手法」（以下、「状態管理」）の導入であ
った。これはまさに、創立以来の営業プロセスにおける「組織ルーティン」を変容させる
取り組みとなりうる「可能性」を有するものであった。ツール導入の主導的存在であった
Y氏によれば、導入の趣旨は次のようなものであり、「営業プロセスの管理レベル」向上を
意図したものと言えた。 
 
以前からの（S社の）営業スタイルは足でかせぐというようなものだったんですが、これからはそれでは
いけない、営業プロセスをもっときちんと管理していきたいと、あの頃あれこれ検討していて、ちょうど
使えそうなものが見つかったんです・・・（以前は）商品を見せてプレゼン（テーション）すれば、いく
らでも契約が上がるという感じでしたね・・・だから商談プロセスを管理して云々なんて発想が会社自体
にもない状態でした・・・固定した顧客がいることが当社の強みで、そこに新しい商品を次々に紹介して
いけば、売上が落ちることはそんなにはないですから・・・（上司も）指導らしい指導もしていないし、
商談管理といってもだいたいの感覚で、（部下に）どんな状態なのかを報告させても「まあまあです・・・
もう一押しです」「そうか、じゃあ頑張れ!」っていうくらいの感覚的なものでしたから・・・（営業推
進課長Y氏－①） 
 
「状態管理」は、直接的には、営業プロセスの管理レベルを向上させる意図をもって導
入された「営業プロセス管理手法としての文書的ツール」であるが、その本質は「提案型
営業による顧客ニーズに対応した商談を進める」（「状態管理」を開発したコンサルタント
K氏による）という意図が埋め込まれたものであった。つまり、この文書的ツールを使い
こなすことは必然的に、「アプローチ→ニーズ把握→プレゼンテーション→クロージング」
といった営業プロセスの実行（行動）を誘発するものであった。一方、それまでの S社営
業社員は、キャンペーン戦略を背景とする「アプローチ→プレゼンテーション→クロージ
ング」といった営業プロセスを実行することが一般的であったと思われるが、そこにはキ
ャンペーン商品を勧めたいとの売り手側の都合が優先されており、顧客の「ニーズを把握
する」という視点はなかった。 
                                                   
4 営業社員の成果評価は、ある商品を契約した場合は○ポイントが付与されるというように、内容別に
定められたポイントが付与され、その合計ポイントが半期の評価対象の一部とされた。キャンペーン商品
を該当期間に契約・販売した場合には、通常のポイント付与に加えてボーナスポイントが加算された。 
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すなわち、「状態管理」はその本質において、S社の営業戦略である「特定商品を集中的
に顧客に勧めるというキャンペーン戦略」および「ローラー方式による営業方法」とは異
なる特質を有する「組織ルーティン」への変容を求めるものであり、その活用は、S 社営
業社員の行為可能性を変え得ると思われるものであった。「状態管理」の導入は、理論的に
は表１に示すように、S社の営業活動における「組織ルーティン」を「これまで」から「目
指す方向」へと変容させていく可能性をもったものと言える。「目的－内容－方法」は一体
として考えられるべきものとされるが、「状態管理」の導入により、新旧の内容・方法にお
いて大きく差異がもたらされると予想された。 
 
表 1 目的・内容・方法の新旧比較 
 
 
 
 
 
 
（出所）伊藤（2012）p.91表3を一部修正のうえ転載。 
 
3.4 支援テクノロジーとしての「状態管理」の概要 
「状態管理」は、その本質において、提案型営業を実行することを支援する「支援テク
ノロジーとしての文書的ツール」である。導入にあたっては、営業推進課を主管部署とし
て、実際に活用することになる営業部門から営業所長や係長等を加えてプロジェクトチー
ムが編成された。なお、「状態管理」は本社営業推進スタッフの発案によりトップダウンで
導入が決定されたものであり、このプロジェクトチームでは改めてその内容および導入の
是非が論じられることはなく、ツール作成実務に特化したものであった。 
作成手順として、まず、コンサルタントが提示するプロトタイプを基にして、自社の実
情に応じて修正を加えた文書的ツールとしての「状態管理基準書」（表 2）が設計された5。 
「状態管理基準書」の基本的考え方は、前工程が終了しなければ後工程には進めないと
する製造工程管理から着想されたものであり、取り扱う商品がどのようなものであれその
プロセスは原則として同じであるとの考え方に依拠している（「状態管理」を開発したコン
サルタント K 氏による）。営業プロセスを売り手側の行為からではなく「顧客側の状態」
から捉え、その状態を確認していくことによってマイルストーンを一つ一つ進め、最終的
な状態（契約締結）へと到達しようとする点に独自の視点があると言える。これは、顧客
側から見た望ましい状態の工程を定型化した設計図（青写真）であるとも言える。 
なお、実際の活用場面では「状態管理基準書」を基にして、営業対象とする顧客ごとに
「状態管理シート」（表 3）を作成する。基準書に照らして、このシートに進捗状況と「次
の打ち手」を記入しながら営業プロセスを管理していくことで、結果として提案型営業を
実現できるような構成になっていた。もちろん、これは、マイルストーンの工程を進める 
                                                   
5 表 2に提示した基準書は「新規顧客用」のものであるが、それ以外にも「現顧客用（増加営業用）」等
数種類のツールが作成された。基本的な考え方は同じである。 
これまで（旧） 目指す方向（新）
目的
顧客の維持・深耕による
売上高の伸長
顧客の維持・深耕による
売上高の伸長
内容
キャンペーン戦略による
特定商品の販売促進
提案型営業による
顧客ニーズに対応した商談
方法
ローラー方式による
キャンペーン商品の顧客への紹介
「状態管理」による
商談プロセス管理
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表 2 状態管理基準（新規顧客用；概要） 
マイルストーン 顧客の状態 情報提供（当社） 人間関係 信頼関係 権限行使（顧客）
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・決定権者が契約書に
　サインする
1
窓口担当者が当
社に興味を示す
状態になる
・会社パンフレット
窓口担当者と気軽に
話せる状態になる
窓口担当者が当社事
業内容を信用する状
態になる
・窓口担当者が次回
　訪問を承諾する
・窓口担当者が当社の
　サービス内容につい
　て質問する
8
決定権者が当社
の提案に納得し
契約を締結する
状態になる
・契約書
決定権者と友好関係
を維持している状態に
なる
決定権者が，衛生環
境管理について当社
にアドバイスを求める
状態になる
 
（出所）伊藤（2012）p.89表1を転載。 
 
表 3 状態管理シート（新規顧客用；概要） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）伊藤（2012）p.90表2を一部修正のうえ転載。 
 
定型的方法（手段）までを示すものではなく、顧客ごとに状況を把握して具体的に「次の
打ち手」を考えることが必要とされる。これは、まさに（日常的実践としての書記行為と
その生産物としての）「インスクリプション」であり、状況を可視化し実践の具体的手続き
を支援するものとなっていると言える。 
なお、このシートは、基本的には営業社員が各自で用いて各顧客の営業プロセスを管理
していくことが期待されたものであったが、営業管理職の管理ツールや部下指導用ツール
として利用されることも、導入目的の一つとして考えられていた。 
 
現場の管理者もわれわれ（本社の）営業管理スタッフも当月や次月の売上見込みとかをなるべく正確に把
握したいですから、その意味でも状態管理は役立つんです。どのステップ（マイルストーン）までいった
案件が何件あるかを把握できたら、ある程度の見込みを想定することができますからね・・・それに、部
下指導にも役立つわけですから一石二鳥や三鳥といったものだと思います。商談プロセスが見える化され
（窓口担当者）A氏 （決定権者） B氏
マイルストーン 管理基準 着手／完了 状態把握 状況 次の打ち手
▲
▽
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
・
△
▽
9/9　初回訪問
　　　A氏と名刺交換はできた
　　　当社パンフを渡した
　　　次回訪問の承諾を得た
・３日後に再訪
・商品パンフレットを用いた
　当社サービス内容説明を
　実施
（顧客名）○○商店
8
決定権者が当社
の提案に納得し
契約を締結する
状態になる
1
窓口担当者が当
社に興味を示す
状態になる
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ていれば、情報の共有化ができてこれまでよりも的確なアドバイスができたり、対策をいっしょに考える
こともできますから・・・最近は上司も忙しくなって、昔のように同行して現場でアドバイスしたりとい
ったことがなかなか時間的にも難しくなっていますから・・・（営業推進課長Y氏－②） 
 
3.5 「状態管理」の展開と運用実態 
「状態管理」は、プロジェクトチームによる各種ツール設計、教育テキストの作成、運
用マニュアル等の作成の後、営業所長・係長を対象とした集合研修の実施、所長・係長に
よる主任・営業一般職（正社員）・パート営業社員への所内学習会の開催等を経て、正式に
現場に導入された。導入にあたって、教育目的からその使用対象者はパート営業社員をも
含む全営業社員とされ、管理シート記入対象案件も当面は原則として全案件を対象として
運用することとされた。 
本節では、「状態管理」が S 社の営業現場にどのように受け止められ、どのような変化
をもたらしたかについてその実態を把握する。なお、インタビューは、導入後 6年目にあ
たる時期に実施されたものである。 
まず、パート営業社員においては、次のような営業活動が従来からの典型的な方法であ
った。 
 
私の場合は、（集配に行った）一回目でチラシを配って、次の集配時に「この前のチラシの商品どうです
か?」って話すくらいですね。それでも、普通コミュニケーションが取れているような顧客だったら、そ
こそこ契約していただけることもあるんです・・・（当社の商品は）商品自体の価格がそんなに高額でも
ないですからね・・・（パート営業社員Oさん） 
 
このような中での「状態管理」の導入は、現場には受け入れがたいものと映っていたよ
うである。 
 
だいたい、私たち（パート営業社員）がやるような商品のお勧めで（状態管理ツールが）必要なのか、疑
問です・・・「お勧め活動」は 1日に 20件くらいはしてますから、（その状況を）全部書くのは大変だ
し・・・だいたい、そんなこと自体無理ですね・・・そんな時間ないです・・・それに、私たち（パート
営業社員）の営業は、1回目で即決か 2回目のアプローチで結果が出るようなものが多いから、それ（プ
ロセス）をいちいちシートに書くなんてこと面倒だし、どう書いたらいいのかわからない・・・すぐに結
果が出てしまったようなものを（プロセスを）分解して（わざわざ）書くなんてこと意味があるんです
か?・・・実際は、すでに契約してもらった案件を後から思い出してまとめるような形で書いているだけ
です・・・それだけでも結構面倒なんですよ・・・すでに終わったものを形だけこじつけて、何の役にた
つのか・・・私にはさっぱりわかりません（パート営業社員Jさん） 
 
このような感想はパート営業社員に多く見られた。また、担当する顧客の大部分が「小
口顧客」である営業一般職（正社員）も、パート営業社員とその行動様態に大差がないこ
とから同様の感想が見られた。 
 
状態管理の説明は一応受けましたけど、難しくてよく分からないし、実際は使えないです。あれは住宅の
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営業とか高額で、長期間、何度も何度も説明をして営業していくようなところには向いてるのかもしれな
いけど、自分たちのような（小さな商品を扱うような）営業には向いてないと思います・・・面倒なだけ
ですね・・・いちいちシートに書き込むような時間もないし・・・だいたい、（顧客ごとに）頭の中に状
況は入ってますから・・・だから、じっくり打ち手を考えないといけない中大口（顧客）には使って、即
決するかそれほど長く期間がかからないような小口（顧客）に使うかどうかは現場に任せればいいと思う。
（今は）全部書けって言われてるけど、意味がない・・・使う（対象顧客の）基準を決めればいいと思う・・・
（営業一般職G氏－①） 
 
上記の言説に見るように、「状態管理」自体の「概念理解の難しさ」や、「状態」をどの
ように記述すればよいかといった言語化困難性を指摘する感想は多く見られた。また、そ
れ以上に多かった感想は、「ツール運用の煩雑さ」が S 社の業種業態に適合したものであ
るかという導入自体に対する是非と、時間的余裕がない現場状況下で全営業対象に一律的
に適用することに対する運用面に関する疑問であった。さらに、次に示すような、ツール
自体の基本的考え方や使用法に対する疑問の声も聞かれた。 
 
（状態管理基準の）マイルストーンをどう判断したらいいかよくわからないです。結局のところ（顧客が
示す状態を見ての）自己判断なので、すごく適当といえば適当です。このまえ、たまたま係長に同行して
もらってあるお客様のところに行ったんですが、自分が考えていた（お客様の状態の）ステップ（到達し
たマイルストーン）と係長が感じたステップがまるで違っていたんです・・・ある意味その人の感覚的な
ものだし・・・それに、基準表では一旦到達した状態（ステップ）からは前（の状態）に戻ることがない
ことが前提になってるようだけど、そんなことは現実にはなくて、この前は（話の内容から）もうすぐ契
約していただけるような状態まで行ったと思ったのに、また考え直したいと逆戻りしたこともあった
し・・・人の心理は何かのきっかけで動くから、（状態は）元には戻らないっていう前提は無理じゃない
かと思う・・・（営業一般職G氏－②） 
 
お客様に営業するときには、1つの商品だけを勧めるなんてことはなくて、まずはキャンペーン商品を勧
めて、それがだめなら別の商品を勧めてみようかとその場で判断していくのがうちの営業スタイルだから、
理屈どおりに考えたら（管理）シートは商品ごとに何枚も書かないといけないことになって、そんなこと
は（面倒で）できっこない・・・商品ごとに（それに対する）お客様の状態は違っているわけで、それを
全部まとめてどのマイルストーンまで到達したかを記入してもほとんど意味もないし・・・だから実際は
面倒な割りに現場では使えるツールじゃないんです・・・現場では役に立たない代物ですね・・・（営業
係長O氏－①） 
 
ツール自体の内容面およびその運用面に係わる疑問が提示されるだけではなく、一方で
は、営業施策との矛盾を指摘する言説も見られた。それは、「状態管理」に期待されるもの
と、現実の営業施策との整合性に関する疑問であった。確かに、次の言説に見られるとお
り、「状態管理」導入後においても、「キャンペーン戦略による特定商品の販売促進」施策
とインセンティブとしてのボーナスポイント付与は若干の変化は見られるものの継続され
ていた。 
先に指摘したように、「状態管理」の導入は理論的には表 1に示すように、S社の営業活
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動における「組織ルーティン」を「これまで」から「目指す方向」へと変容させていく可
能性をもったものであり、その内容・方法において大きく差異がもたらされるものと予想
されるものであった。しかしながら、現実的に示される営業施策は、（その暗黙に想定され
ている）「目的－内容－方法」の考え方において従来のものと変化があるとは思えず、それ
は「状態管理」が求めるものとは相容れず、整合性を欠くものとも言えた。 
 
キャンペーン期間中にそれ（対象商品）を契約すると、表彰ポイントでボーナスポイントがもらえるよう
になっているから、みんな当然のようにそれを顧客に優先して紹介しますよね・・・だから・・・まずど
こでもそれを勧めてみるというやり方にどうしてもなりますね。数打ちゃ当たるって感じ・・・でも、そ
れって・・・「まず商品ありき」のこちらの都合でしょ・・・それなのに、状態管理（ツール）を使えじ
ゃ矛盾してるんじゃないですか?・・・あれは、顧客のニーズを聞き出して、それに応じて商品・サービ
スを勧めるような提案型営業なんだって研修では習いましたけど・・・こちらの都合だけで商品を「提案
する」のは提案型営業と言わないんじゃないですか・・・そもそも、うちの（会社の）営業方法は、挨拶
の後はいきなり（商品の）プレゼン（テーション）だから、ニーズ把握なんて考え方はこれまでほとんど
なかったし、キャンペーン（戦略）中心ならその方が効率的だから・・・まともに（ニーズ把握の）話法
なんか習ったこともないし・・・だから、すぐにそうしろと言われても、わかりましたってできるものじ
ゃない・・・とにかく状態管理（ツール）を使えって言うなら、せいぜいやったことのメモ程度の使い方
しかできないけど・・・それも時間の無駄かな・・・だから、実際はほとんど使ってないですね・・・そ
もそも矛盾してる。これからもキャンペーン（戦略）でいくのなら状態管理（の手法）はほとんど必要な
いし、実際に時間的に無理なんではっきり止めにしたほうがいいと思う。もし本気で提案型営業に切り替
えていくつもりなら、キャンペーン（戦略）を止めることを考えないと矛盾してる・・・そこのところを
（本社が）どう考えているのかさっぱりわからない・・・矛盾してることに気づいてないのかも・・・（営
業主任I氏） 
 
上記に示したような言説趣旨は営業現場において広く見られるものであり、（少なくと
も論者のインタビュー時点においては）その運用実態は次に見るように真に機能している
状態にあるとは言い難いものであった。それは、S 社において一般的であった上意下達的
マネジメントの中では「（ツールとしては）使えないもの、活用できる状態ではない」とは
言いにくいために、取り敢えず「やったことにしておく」というレベルでの対処にすぎず、
営業管理スタッフの認識とはおよそかけ離れていたものであったと言える。 
 
本社（スタッフ）は、今は考え方の練習だから全部に適用してくれとか言ってるけど、そんな時間もない。
あれ（状態管理シートの記入）は結構時間がかかるんですよ。本社（スタッフ）は書いたことがホントに
あるんですかね?・・・実際は作文（つじつまを合わせて作成したもの）です・・・（営業係長O氏－②） 
 
まだ思ったほどの効果が出ているとは言えないけど、ちょっとずつ慣れてきたとは思ってます。これから
も力を入れていくつもりです・・・現在は、慣れるためもあって、全営業社員に記入してもらっています。
そして、毎月１件は（状態管理）シートを提出してもらうようにしています。その中から、皆さんの参考
になるような事例を営業推進課で選んで、みんなで共有するような試みも実施しています・・・また最近、
（営業社員の）皆さんに協力してもらって、中大口（顧客）についてのステップ（到達したマイルストー
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ン）を（イントラネットに）入力してもらうようにしましたから、全社的に状況を把握できるようになり
ました。管理ツールとして（活用レベルが）一歩前進したと思っています・・・（営業推進課長Y氏－③） 
 
4. 事例の解釈 
 
S 社における取り組みは成功したとは言い難い状況にあり、アーティファクトとしての
文書的ツールが有効に機能していない事例であると見なすことができる。本章では、その
要因について解釈したい。 
 
4.1 ツールの内容的問題 
どのような道具（ツール）であれ、それが用いられる「人－モノのネットワーク」の様
態と切り離して単体として内容を評価することはできないが、文書的ツールとしての「状
態管理基準書」自体が有する内容上の問題点も指摘されうるように思われる（失敗要因①）。 
「状態管理基準書」の基本的考え方は、前工程が終了しなければ後工程には進めないと
する製造工程管理から着想されたものであり、原則として一度到達したマイルストーン（ス
テップ）から状態が前に戻ることはないとされていた。しかしながら、G氏－②が指摘し
たように、人の心理状態はモノを製造する工程とは異なり容易に後戻りすること（可逆的）
も考えられることから、それに伴い顧客の（権限行使としての）行動も後戻りすることは
十分考えられるものである。その点において、原則の機械的な適用には問題があるとも言
える。 
また、顧客の状態がどこまで到達したかについての判断も、基準が一応設定されている
とは言え感覚的なものに過ぎず、判断する人によって異なるものとなる可能性が高いこと
は指摘されうる。あるいは、同一人が判断する場合においても、その人が置かれているそ
の時点での状況によって、差異を生じる可能性すら予想されるものである。これらの点に
おいて、この文書的ツールは状況を可視化し実践の具体的手続きを支援するツールではあ
るが、その判断に迷うこともありうるという点において「あいまい性」を有するものであ
ると言えよう。また、それゆえに「人の行為可能性」を変えるリソースとなりうるツール
としては、（「作業標準書」とは異なり）やや不安定なものであるとも言い得る。 
なお、Y氏－②は、「状態管理シート」は営業管理職の管理用ツールや部下指導用ツール
としても利用しうることを指摘していたが、それも限定的なものであると言える。とりわ
け、上述のように「状態の判断」に関するツールとしての「あいまい性」があることから
すれば、（見込み案件を管理するための）管理用ツールとしては一定の限界を有するものと
捉える必要があろう。このツールは、厳密な判断に基づく活用というより「あいまい性」
を前提にした活用を考えることが有用であるとも思われるが、現実にはやや機械的な「管
理ツール」としての側面に過大な期待が示されていたと言い得る。 
 
4.2 ツール内容と日常的実践の乖離 
「提案型営業による顧客ニーズに対応した商談を進める」という意図が埋め込まれた
「状態管理」は、この文書的ツールを使いこなすことで必然的に、「アプローチ→ニーズ把
握→プレゼンテーション→クロージング」といった営業プロセスの実行（行動）を誘発す
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るものであった。そのプロセス構成には他の提案型営業ツールとは特段の差異は見られな
いが、営業プロセスを「売り手側の行為」からではなく「顧客側の状態」から捉える点に
独自の視点があった。それは、これまで顧客の「ニーズを把握する」という視点がなく、
「アプローチ→プレゼンテーション→クロージング」といった営業プロセスを実行するこ
とが一般的であったと思われる S社営業社員にとって、その概念理解は難しいものであり、
I 氏の言説に見るように、その考え方を容易に行動化できるような状況にはなかったと思
われるが、その点についての考察が不足していた（失敗要因②）。 
さらに、アーティファクトとしての文書的ツールが有効に機能しない大きな要因として、
「インスクリプション」としての「状態管理シート」の運用原則が、S 社営業社員の日常
的実践とは乖離したものであったことを指摘しうる。教育的な目的から、その使用対象者
はパート営業社員をも含む全営業社員とされ、「状態管理シート」への記入対象案件も当面
の間、原則として全案件とされていたが、それは、営業現場の大部分を占める営業一般職
（正社員）とパート営業社員にとっては「煩雑なもの」であり、自らが行うタスク特性に
適していない「面倒なもの」に過ぎなかった（失敗要因③）。それゆえ、結局のところ、実
際には有効に活用しうるものではなかった。 
つまり、小口の顧客先を多く担当する営業一般職（正社員）とパート営業社員の行動様
態においては、その都度「状態管理シート」に書き込むような時間的余裕はなく、また、
1回目で即決するか 2 回目のアプローチで結果が出るようなものが多い状況下において、
そのプロセスを逐次管理シートに記入して管理していくことは、少なくとも彼らにとって
は必要性を感じられないものであり、そのような営業対象にまで適用することを求められ
た運用面への反発があったものと思われる。 
「状態管理」のプロセスは、原則としてどのような商品であれ同じであると想定されて
いたが、例えば高額な住宅販売等と S社営業社員が取り扱うような小額商品とでは、その
管理すべき内容や契約締結までに要する時間量（期間）等は大きく異なるものであろう。
したがって、「状態管理」のプロセス自体としては同様であっても、そのプロセス管理のた
めに「状態管理シート」に逐次記入していくことが有用と言えるのは、住宅販売等の長期
間に渡って様々な方策を意図的に展開していくような場合であると思われる。一方、その
プロセスが比較的すばやく展開するような商品を対象とする場合には、その考え方を「身
体化された技能」として身につけて応用していくことの方が有用であるとも思われる。そ
の点において、（慣れるためとは言え）「状態管理シート」への記入を一律的に求めること
は、S 社営業社員の日常的実践の様態とは適合したものとは言い難く、そこに無理があっ
たものと言い得る。それは Jさんが指摘するように、既に完了した案件を後付けで「状態
管理シート」に記入するという本末転倒の状況を引き起こすことにもなった。G氏－①が
指摘するように、「状態管理シート」への記入対象案件が一律的に決定され、現場での状況
に応じた選択判断ができなかったことには問題があったと思われる（失敗要因④）。 
さらに、小口顧客に対して異種多品目の商品を一度に紹介するような営業形態において
は、O氏－①が指摘するように「状態管理シート」の活用原則に則った使用には、無理が
見られるものでもあり、これもタスク特性に適しているとは言い難かった（失敗要因⑤）。 
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4.3 「社会－道具的ネットワーク」構築の失敗 
「状態管理」の導入は、理論的には S社の営業活動における「組織ルーティン」を変容
させていく可能性をもつものであり、その内容・方法において従来とは大きく差異がもた
らされると予想されるものであった。しかしながら、導入後において現実的に示された営
業施策は、（その暗黙に想定されている）「目的－内容－方法」の考え方において従来と変
わることはなく、それは「状態管理」が求めるものとは相容れないものであったと言えよ
う。すなわち、運用の実際は、内容は「これまで」のままでありながら、「方法」のみを「目
指す方向」に変えようとするものであり、そこに社会システムをデザインするという点に
おいて矛盾が指摘されるものである（失敗要因⑥）。 
営業社員は、現実的に示される営業施策と「状態管理」が求めるものとの間で、言わば
ダブルバインドの状態に置かれていたと言い得る。I 氏が指摘するように、営業社員にと
っては両者は矛盾するものに他ならず、両立しうるものではなかった。そこに道具と人と
の相互構成的な関係性としての「社会－道具的ネットワーク」の構築に失敗し、その結果
としてアーティファクトとしての文書的ツールが機能しない重大な要因を指摘しうる。つ
まり、現実的には「状態管理」ツールがなくとも営業活動は実施しうるものであり、また、
実際に示される営業施策がその考え方と矛盾するようなものであれば、それを活用する意
義と必要性を感じることはなかったと言えよう。このような状況の中では、S 社において
一般的であった上意下達的マネジメントの中で、取り敢えず「やったことにしておく」と
いうレベルでの対処がなされたのも必然であったとも思われる。 
ここには、「状態管理」を「提案型営業推進」のためのツールというより、商談プロセ
スを記録するための「管理ツール」（記録媒体）として手段的に活用することへの（暗黙の）
期待があったとも推察しうる。それは、継続することによる慣れによって（管理ツールと
しての）運用改善が期待できるものとする Y氏－③の言説にも見られるところである。こ
こに、「状態管理」自体の本来の目的と現実に期待されたものとの間の決定的な差異を見る
こともできる（失敗要因⑦）。しかしながら、ツール導入における主導的存在でありかつ営
業施策展開の責任者でもある Y氏の言説を見る限り、全体としてそれらが「矛盾してるこ
とに気づいてない」（I氏の指摘）という可能性も否定できない。 
 
5. 考察 
 
5.1 システムをデザインする視点の欠如 
本稿の事例は、組織成員による「やったことにしておく」あるいは「作文する」という
形での「やりすごし」とも言うべき抵抗にあって、実質的には、アーティファクトとして
の文書的ツール導入に失敗したと解されるものである6。その要因は指摘したとおりである
                                                   
6 「旧・組織内当事者」でもある論者が知る限り、（導入当初はその努力は見られたものの）現場では「状
態管理」は実質的に活用されておらず「取り敢えずやったことにしておく」というレベルで「作文」され
る「やりすごし」状態にあった。それは本文に示すとおり、上意下達的マネジメントの中での対処に他な
らなかった。実質的には活用されていないという意味において、このツール導入は失敗に終わったと判断
されよう。なお、S社では「状態管理」導入以前は、公式の文書的ツールとしては「営業日報」が使用さ
れていた。ただし、この「営業日報」は報告用の記録媒体としての意味合いが強く、その内容は営業状況
の簡素な記述（例えば、「見本中」等）に留まるものであった。ただし、営業社員の「組織ルーティン」
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が、それは、アーティファクトとしての文書的ツールにおける「社会－道具的ネットワー
ク」構築の失敗を端的に示すものであった。 
先に指摘したように、アーティファクトとしての文書的ツールは、それが有効に機能す
るならば、「人の行為可能性」を変えるリソースともなりうる可能性を有し、実践の具体的
手続きを支援する「支援テクノロジー」として利用されるものと考えられる。そして、そ
のような道具（ツール）をデザインすることは、「テクノロジーとしての道具そのもの」を
デザインすることではなく、それを活用する個人の活動や人のネットワークとしての社会
組織をも含めた社会システムをデザインすることが求められるものであった（田丸・上野，
2006）。それは言い換えれば、道具と人との相互構成的な関係性としての「社会－道具的
ネットワーク」を矛盾なく構築することであり、それが不可欠なものとして活用される状
況を整備することを意味する。 
その点において、本稿の事例で取り上げた文書的ツールは、「社会－道具的ネットワー
ク」の中に埋め込まれているとは言い難い「断片的で不完全な道具」（ソーヤー，2006，
p.56）であり、実践の具体的手続きを支援する「支援テクノロジー」として利用されるこ
とはなかった。つまり、現実的にはそのツールがなくとも営業活動は実施でき、必ずしも
不可欠とされるものではなかった。ましてや、実際に示される営業施策がその考え方と矛
盾するものであれば、組織成員にとってそれを活用する意義も必要性も感じられるもので
はなかった。 
このような矛盾は、「ツール内容－活用する個人の活動－営業施策」といった「ネット
ワークとしての社会システム」をデザインする視点の欠如からもたらされたものと思われ
る。ツール内容自体が有する問題点に加え、本来は「提案型営業推進」のための「支援テ
クノロジー」としてのツールである「状態管理」が、商談プロセスを記録するための「管
理ツール」（記録媒体）として、（暗黙のうちに）その本質とは異なる活用を期待されてい
たとも推察され、そこに「ツール内容－営業施策」の関係性において矛盾が見られるもの
となった。つまり、「テクノロジーとしての道具」が単体として捉えられていたと思われる
点に本質的な問題があったものと考えられる。導入責任者にその点についての自覚があっ
たか否かは定かではないが、表 1 に示す「目的－内容－方法」の一貫性からすれば、「提
案型営業推進」を意図するのでなければ「状態管理」を選択せず、別の「管理ツール（記
録媒体）」を選択すべきであったと言い得る。 
 
5.2 「身体の抵抗」を生じさせるもの 
また、「やりすごし」という事態を招いた大きな要因として、ツール導入の決定プロセ
スにも問題点が指摘されよう。このツールの導入は、管理部門スタッフの発案によりトッ
プダウンで導入が決定されたものであった。内容の詳細設計には、実際に活用するユーザ
ー（組織成員）が参加したものの、プロトタイプとして提示されたツールがそもそも現場
状況に適合するものであるかといった、導入の是非自体が論じられることはなかった。こ
こに、デザイン（設計）プロセスに実際に使用する者（ユーザー側）が参加・協力する「参
加デザイン」（participatory design）の手法（Bodker & Grondak, 1996）を一部見ること
                                                                                                                                                     
からすればそれでも十分に機能するものとも言えた。なお、この「営業日報」は「状態管理」導入後も廃
止されておらず、実質的にはこれが以前同様に機能している状態にあった。 
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も可能であるが、現場で活用するユーザー側の視点が反映されることなく、トップダウン
でツール導入の判断がなされたことにそもそもの問題があったと言えよう。 
Winograd & Flores（1986=1989）は、現場状況を考慮することなく設計されたことに
よる「使えないシステム」を紹介しているが、本稿事例にも当てはまるものである。すな
わち、組織成員による「やりすごし」という抵抗がもたらされた背景には、現場の大部分
のユーザー（組織成員）にとって、ツール内容と求められる運用の様態が自らの日常的実
践とは乖離したものであり、「煩雑で面倒なもの」に過ぎず活用メリットを感じないという
感覚があったことが大きな要因として指摘されうる。つまり、この文書的ツールを導入し
それへの記入を一律的に求めることは、現場の実際の「活動を見ないデザイン」（上野・田
丸，2002，p.2）であり、それは彼らの日常的実践の様態とは適合しない「無理なもの」
であった。 
仮に日常的実践の様態を考慮して、ツール記入が適切であると思われる案件と、その一
方で、その考え方を身につけるべき「身体化された技能」と見なして活用していく案件（ツ
ール記入不要）というように、その対象に応じた使い分けがなされる「活動を見る」デザ
イン実践があったならば、状況は変わっていた可能性も考えられる7。つまり、職務の熟練
を「支援テクノロジー」としてのツール（道具）の活用をも含むものとして、そのインタ
ラクションの様態を問うのであれば、「外的環境としてのツールを自在に使いこなす」もの
として捉える観点（機能の外部化）と、それが行為者自身に「身体化されたもの」として
捉える観点（機能の内部化）があってもよいと思われる（赤澤・松崎・長尾，2008）。す
なわち、S社においては、比較的長期間に渡ってトータルな提案をしていく中大口顧客を
対象とする案件においては「状態管理シート」の活用を求め、それ以外の顧客では「身体
化された技能」としてその考え方を活用する等、対象に応じた使い分けが考慮される必要
があったものと思われる（ただし、この議論は、タスク特性は変更しないが「提案型営業」
は推進したいとする「前提」がある場合においてのみ、有効なものではある）。 
結局のところ、その運用の強制に対しては反省的というより非反省的な身体感覚とも言
うべき「規定的な枠組みの強制」に対する「身体の抵抗」（倉島，2009）を生じさせたと
言える。アーティファクトとしてのツールを継続的に活用していくことは、「社会－道具的
ネットワーク」の中に埋め込まれ、当事者において、それを活用することが当然のことと
して自明視され、かつ違和感がなく無理なく（「身体の抵抗」を生じることなく）実施でき
るものであることにおいて実現するものと言える8。その意味では、「ツール内容－活用す
                                                   
7 「アプローチ→プレゼンテーション→クロージング」という営業プロセスが一般的であった S社営業
社員にとって、「アプローチ→ニーズ把握→プレゼンテーション→クロージング」という営業プロセスの
考え方は当惑するものであった。そのような中で、さらにその考え方を身体化することまでを求めること
は現実的には極めて難しいことであり、その実現のためには営業話法等の徹底した訓練（研修等）が必要
とされよう。ちなみに、「状態管理」導入にあたって実施された研修では、主にツールの考え方と管理シ
ート記入方法に関する説明が主であり、ニーズ把握等に関する営業話法等の訓練は実施されなかった。こ
のような点にも、主に「管理ツール」としての活用が（暗黙のうちに）期待されていたことが窺われるが、
実際にそれを行動レベルで活用できるための支援が不足していたと言える。 
8 これに関して、「選択アーキテクチャ」（Thaler & Sunstein，2008=2009）の視点は示唆的である。そ
れは、人を誘導する機能を有するナッジ（Nudge；注意や合図のために人の横腹をひじでやさしく押した
り、軽く突いたりすること）であるとする。ナッジは「取るべき方向性」は「設定されている方向性」で
あると暗黙的に示唆・誘導するものである。例として、S字カーブにおける減速のためのナッジ（ブレー
キを踏み込むよう穏やかに促すものとしてのラインの引き方）が紹介されている。その特徴は、強制では
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る個人の活動」において、そもそもそれが非反省的な「身体の抵抗」を生じさせるもので
あることは、仮に「ツール内容－営業施策」における関係性に矛盾がない状況を整備でき
たとしても、継続的なツール活用を実現できる可能性は低く、そこにはより根本的な問題
点が含まれていたと言い得る。 
 
5.3 インプリケーション 
本稿の事例から導かれるインプリケーションは以下のとおりである。 
実践の具体的手続きを支援する「支援テクノロジー」として利用されるツールとは、そ
れが必要不可欠とされ当事者にメリットを感じさせるものであることが求められる。また、
それを継続的に活用していくためには、それが「社会－道具的ネットワーク」の中に埋め
込まれ、当事者において、それを活用することが当然のこととして自明視され、かつ違和
感なく実施できることが不可欠である。それは、非反省的な「身体の抵抗」を生じさせな
いことを求めることであると言える9。そのための具体的方策を一律に示すことは困難であ
るが、少なくとも「テクノロジーとしての道具そのもの」を単体として捉えることなく、
ユーザー（組織成員）における「タスク特性との適合」を前提とした、（限定合理的ではあ
っても）「ツール内容－活用する個人の活動－事業施策」といった「ネットワークとしての
社会システム」を矛盾なくデザインする視点は基本的に求められよう。 
本稿事例では、実際に活用するユーザー側の意見が反映されることなく、トップダウン
でツール導入の判断がなされた、現場の「活動を見ないデザイン」にそもそもの問題があ
ったと指摘されたが、それを踏まえれば、上記のような社会システムとしてのデザインを
構築するためには、「活動を見る」デザイン実践が必要不可欠であると言える。特に、非反
省的な「身体の抵抗」を生じさせないことが継続活用の鍵となるが、そのためには、ユー
ザー（組織成員）の日常的実践の様態を把握することが必要とされる。エスノグラフィー
的調査はそのための有効な方法であり、それはとりわけツール導入の是非判断において有
益なものとなろう。 
この点について、石井（2009）は、エスノグラフィーにおける「対象に棲み込む」こと
を通じて得られる共感的理解が「現場を理解する」うえで重要であるとし、身体を通じた
認識様態による「現場理解」の意義を指摘する10。それは、Leonard & Rayport（1997）
が指摘するように、サーベイ、インタビューを中心とした調査では、対象者自身が気づい
ていない（非反省的に行っている）行動や「思い」を言明化することにおいて限界を有す
るが、エスノグラフィーによる日常的実践の観察では言語化できない多くの潜在的情報を
得られる可能性があることによる11。もちろん、そこで得られた知見はツール詳細内容の
                                                                                                                                                     
なく選択の自由は保持しつつも誘導機能を持つことであるが（Thaler & Sunstein，2003）、人々の行動
を予測可能な形で変える行動制御方法であると言える。 
9 「身体の抵抗」を考えるうえで、「違和感」への着目が重要となろう。これについては、伊藤（2012）
を参照されたい。 
10 露木（2001）の「現場への棲み込み」による現場状況の理解や、西川（2007）による「共感デザイ
ン」の考え方にも同様の視点が見られる。また、同様の指摘は上野・田丸（2002）にも見られる。 
11 鎌田（1983）は、自ら経験した自動車製造ラインの現場ルポルタージュにおいて、「（製造ラインの）
ベルトコンベアは、見ているのと実際仕事をしているのではスピードが違う」と指摘する。これは、更な
る「理解」のためには、「観察」を超えて一定の時間をかけて「自らの身体で」実感することの必要性を
指摘するものである。 
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設計においても有益となる（例えば、「身体の抵抗」を生じさせないような無理のない「簡
素化されたツール」への設計変更へ応用することも可能となろう）。 
もちろん、活用する当事者側から見た主観的情報としての「当事者視点」を取り込む努
力も重要であろう。田丸・上野（2006）によって紹介された、コピー機修理技術者の協同
的活動を促す情報システムのデザイン実践は、その成功事例と言い得るものである。その
デザイン実践のプロセスは、原案設計に現場経験を有する担当者が含まれていたことから、
元々のアイデア自体が現場の仕事のあり方をよく反映したものであったこと、さらに詳細
設計においては現場での実験的運用のフィードバックを基に修正が加えられたこと等を挙
げ、実際に活用する当事者の意見がデザインに反映されることで、それらが「実際に活用
されるもの」になったことを指摘している。このような「参加デザイン」の手法なども、
「活動を見る」デザイン実践の一環として不可欠なものと言える。 
 
6. 結論 
 
本稿の目的は、ある企業組織におけるアーティファクトとしての文書的ツール（インス
クリプション）が有効に機能していない事例の分析を通じて、ツール導入における必要条
件についてのインプリケーションを得ることであった。本稿での一事例の分析から得られ
た知見は仮説としての可能性の提示にすぎないが、考察の結果から、以下のような結論を
導き出すことが可能である。 
ツール（道具）を導入する際には、道具と人との相互構成的な関係性としての「社会－
道具的ネットワーク」を矛盾なく構築することが求められる。その点において、本稿で取
り上げた事例では「ツール内容－活用する個人の活動－営業施策」といった「ネットワー
クとしての社会システム」をデザインする視点が欠如しており、「テクノロジーとしての道
具そのもの」が単体として捉えられていたと思われる点に問題が指摘されるものであった。
さらに、その導入されたツール内容と求められた運用の様態が、多くのユーザー（組織成
員）の日常的実践とは乖離するもので無理があり、非反省的な「身体の抵抗」を生じさせ
るものであったことがより大きな問題点として指摘された。とりわけ、後者については、
仮に「ツール内容－営業施策」の関係性に矛盾がない状況が整備されたとしても、継続的
なツール活用を実現できる可能性は低いため、より根本的な問題点が見られるものである。
そして、そのような状況をもたらした要因として、「現場の活動を見ない」トップダウンの
デザイン実践が指摘された。 
状況論の視座からすれば、「ツールのデザイン」はツール活用者が埋め込まれている実
践や社会的ネットワークまでを考慮し、「人とモノのインタラクション」から捉えることが
不可欠であると指摘される。これはツール活用者の「活動を見る」デザイン実践の必要性
を示すものに他ならないが、本稿の議論では「人」をさらに掘り下げ、その身体性へ着目
する必要性が示唆された。非反省的な「身体の抵抗」を生じさせないことがツール継続活
用の鍵であるとするならば、身体性への着目は不可欠であり更なる考察が必要とされよう。 
ツール（道具）導入にあたって常にこのような対応が不可欠であるとまでは言い得ない
が、（企業組織等において）多くの組織成員にとって大きな影響を及ぼすことが想定される
場合には必要な対応であり、また、「人－モノのネットワーク再構築」としてイノベーショ
Hosei University Repository
支援テクノロジーとしてのツール導入の条件 
イノベーション・マネジメント No.10 - 87 - 
ンを企図するうえでも重要な観点と思われる。 
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